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　水田で麦、大豆、飼料作物、米粉用米等の作物を生産・販売する農業者に対して交付金
を直接交付することにより、水田のフル活用を推進し、食料自給率・自給力の向上を図ります。

生産の目標 【参考】令和7年産 【参考】令和6年産
面積（ha） 生産量（㌧） 生産量（㌧） 生産量（㌧）面積（ha） 面積（ha）

目標
10,100

10,100

50,096（1.70 ㎜）
52,300（1.70 ㎜）
50,700（1.80 ㎜）

50,096（1.70 ㎜）
48,000（1.70 ㎜）
47,000（1.80 ㎜）

実績

目標
10,100

9,770
実績県全体 10,300 51,500

(1.80㎜)

Ⅲ　産地交付金（香川県における各種加算・助成）

Ⅰ 令和8年産主食用米の「生産の目標」について

交付対象者1

新規需要米生産助成1

戦略作物助成2

販売目的で対象作物を生産（耕作）する販売農家・集落営農

戦
略
作
物

麦 5月35,000円

35,000円 9月・10月大豆（黒大豆を含む）

80,000円 8月WCS用稲

8月収量に応じ、
55,000円～105,000円

収量に応じ、
55,000円～75,000円

米粉用米、飼料用米（多収品種）

8月飼料用米（一般品種）※1

20,000円 8月加工用米

対 象 作 物 単価（１０a当たり） 確認基準月 確認方法

共済引受
データ
により確認

確認できない
場合は、現地
確認

【対象者】
　販売目的で新規需要米を生産する集落営農・認定農業者・認定新規就農者
【対象面積】
　新規需要米（飼料用米、米粉用米、WCS用稲）の作付面積
【単価】　11,000円/10a（予定）
【取組要件】
　事前の取組計画や販売先との契約などが必要で、一定要件を満たす必要があります。

Ⅱ 水田活用の直接支払交付金

※産地交付金は、水田収益力強化ビジョンに基づいて交付されるため、
　国との協議や交付対象作物の作付実績によっては交付単価や交付条件が変更する場合があります。

担い手の新規需要米（飼料用米、米粉用米、WCS用稲）の作付面積に応じて助成

35,000円 8月・12月飼料作物（多年生の収穫のみは1万円  10a）

令和8年産主食用米の「生産の目標」

三木町の基準単収「499kg」
令和7年10月の全国の需給見通しでは、令和8年産の生産量は711万㌧（1.70㎜）の見通し

＊ （ ）内の数値はふるい目幅

※1 ： 飼料用米の一般品種への支援について、令和8年度については標準単価6.5万円／10a（5.5～7.5万円／10a）
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大豆担い手集積助成4

担い手の大豆作付面積に応じて助成

麦担い手集積助成3

担い手の麦類の作付面積に応じて助成

【対象者】
　販売目的で麦類を生産する集落営農・認定農業者・認定新規就農者
【対象面積】
　令和8年産の麦類（二毛作を含む）の水田における作付面積
【単価】　 基幹作4,000円/10a（予定）　二毛作 16,000円/10a（予定）
　※以下の品質・生産向上に資する取組のうち、3つ以上の取組を実施する必要があります。 　
　　①排水対策　②土壌改良資材（土づくり肥料）の施用
　　③適期播種　④耕うん同時畦立て播種　⑤踏圧（麦踏み）    ⑥土入れ
　　⑦中期除草剤の散布　⑧基肥・追肥体系の施肥（一発肥料は不可）
　　⑨小麦のタンパク質含有率向上のための後期追肥の施用（一発肥料は不可）
　　⑩赤かび病防除

【対象者】
　販売目的で大豆を生産する集落営農・認定農業者・認定新規就農者
【対象面積】
　白・黒大豆（二毛作を含む）の水田における作付面積
【単価】 　9,000円/10a（予定）

加工用米生産助成2

加工用米の生産に対して、生産性向上の取組を行った場合にその作
付面積に応じて助成

【対象者】
　販売目的で加工用米を生産する販売農家・集落営農
　（※次のうちのどれかの生産性向上の取組を行い、担い手（集落営農・認定農業
　者・認定新規就農者）以外は作業日誌又は伝票等の提出が必要）
　ア．担い手の作付　イ．生育診断に基づく追肥施用等の高度施肥管理
　ウ．共同乾燥調製施設の利用　エ．共同育苗施設の利用
　オ．土づくり対策
【対象面積】
　加工用米の作付面積（二毛作を含む）
【単価】
【取組要件】
　新規需要米などと同様に事前の取組計画や販売先との契約などが必要で、一定要
　件を満たす必要があります。　 

20,000円/10a（予定）
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輸出用米に対する助成7

そば、なたねの助成5

みどりの食料システム戦略推進助成6

【助成対象者】
販売目的でそば、なたねを生産する販売農家・集落営農

【単価】 基幹作のみ20,000円/10a

【新市場開拓用米】
輸出用米の生産に対して助成

【対象者】 販売目的で輸出用米を生産する販売農家・集落営農
【対象面積】 輸出用米の作付面積
【単価】 基幹作のみ50,000円/10a（予定）
【取組要件】 新規需要米などと同様に事前の取組計画や販売先との契約など

が必要で、一定要件を満たす必要があります。

【助成対象者】
堆肥を散布する畜産農家と利用供給協定を締結した飼料作物等の生産者

【対象面積】耕畜連携（資源循環）の取組面積（二毛作を含む）
【単価】 12,000円/10a（予定）

交付対象となる作物については、地域の普及組織等が指導する栽培方法等に従って、十分な収
量が得られるように生産することが原則です。
自然災害等の合理的な理由がない等、適切な生産が行われていない可能性が高いと判断された
場合には、交付金は交付されません。また、既に交付済みの交付金は、返還していただきます。

適切な生産を行っていない方は交付金が交付されません

※自然災害等で被害があった場合は、その状況の写真を必ず撮ってください。
また、三木町地域農業再生協議会へその旨連絡ください。

加工用米及び飼料用米等の新規需要米は、定められた用途以外への使用、又は定め
られた用途以外に使用する目的での出荷・販売はできません。

●加工用米及び新規需要米として生産した米を主食用米として販売
●主食用米から発生した「ふるい下米」を寄せ集めて飼料用米として出荷
●他者から購入した米や、主食用米として生産した米を飼料用米に水増しして出荷
●「区分管理」で取り組んだほ場から生産された「ふるい下米」を他の用途に販売

重要 加工用米•新規需要米の適正流通

こんな行為は違法です！

加工用米•新規需要米の適正流通
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Ⅳ 産地交付金 （三木町における各種加算）

対 象 作 物

新規需要米生産地域加算(飼料用米・ＷＣＳ用稲)

ブロッコリー(基幹作、二毛作)

ナバナ(基幹作、二毛作)

キュウリ(露地)　(基幹作、二毛作)

レタス(基幹作、二毛作)

大豆(白大豆、黒大豆)

8月

5月・12月

12月

8月

5月・11月

9月・10月

水田における作付面積
※ハウス栽培については
　交付対象となりません。

下記の要件を満たすこと
が必要です。

※収入保険に加入の場合は、上記での共済引受があるとみなします。

1,000 円

7,000 円

7,000 円

7,000 円

7,000 円

7,000 円

単価（予定）１０a当たり 確認基準月 交付要件

【交付対象となる要件】
●水田を活用した作物に対して助成という趣旨に従い、畑地化した水田や施設園芸に対して交付
　対象水田の考え方が厳格化されてきていることを踏まえ、ハウス栽培の作物については交付対
　象にはなりません。
●ブロッコリー、ナバナ、キュウリ（露地）、レタスを販売目的で作付する場合は、営農計画書に出荷
　時期を記載してください。
　（今年度の交付対象となるのは、令和8年4月～令和9年3月の期間に出荷したものに限ります。）
●大豆の交付対象となる要件（①～⑦のうち、2つ以上に取り組むこと）
①集落営農組織の作付け
②中耕培土の2回以上の実施
③子実等水分測定による適期収穫の実施
④畝間灌水の実施
⑤雑草管理の実施
⑥排水対策の実施
⑦病害虫発生予察に基づく効率的防除の実施

【留意事項】
◆ 交付対象は、出荷・販売を目的とする作物で、出荷・販売伝票の写しなどの提出が必要です。
◆ 交付対象面積は、産地交付金メニューごとにa単位（1a未満は切り捨て） です。
◆ 産地交付金の交付単価は、作物別作付実績により、調整される場合があります。
◆ 麦・大豆・飼料作物・新規需要米（飼料用米、米粉用米、WCS用稲）•そば・なたね・加工用米・新市
　 場開拓用米を作付けする場合は、需要者との出荷・販売契約等が必要です。
◆ 畑地及び水田機能がない農地（畦畔がない農地、用水施設のない農地、土地改良区の水田に
　 係る賦課金が支払われていない農地など）は、交付対象農地から除外されます。
◆ 交付対象者における認定農業者、認定新規就農者、集落営農の要件については、
　 交付申請期限（令和８年6月30日）までに資格を有することが必要です。
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〇面積払の交付金を受けた農業者は、数量払の交付対象数量を、面積払の交付対象面積で除した単収が、市町村等別の
基準単収の2分の1に満たない場合、低い単収となった理由書とその証拠書類の提出が必要となります。
〇自然災害等の合理的な理由がない場合は、交付済みの面積払の交付金を返還していただきます。

《 注意 》

Ⅴ 畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）
麦、大豆、そば、なたねの生産・販売を行う農業者に対して、「標準的な生産費」と

「標準的な販売価格」の差額分に相当する交付金を直接交付します。
支払いは数量払を基本とし、面積払を数量払の先払いとして交付します。

麦、大豆、そば、なたねの作付
面積。
当年産の作付面積に基づき、数
量払の先払いとして交付します。

交付対象者1

認定農業者、集落営農、認定新規就農者が対象

対象作物2

麦、大豆（黒大豆は除く）、そば、なたね ※種子用は対象となりません

支払方法3

面積払4

支払いについては、数量払を基本とし、当年産の作付面積に応じて交付する面積払は数量払の
先払いとして交付します。

消費税負担分に対応した交付単価の設定（免税事業者の確認）5

（1）交付対象面積 数量払と面積払の関係

20,000円/10a
（そばについては13,000円/10a）

（2）交付単価

交
付
金
額

数量払

面積払

収量

○畑作物の直接支払交付金の現行交付単価の算定上、消費税負担分が含まれており、課税事業者
が消費税の還付を受けた場合には、交付金に含まれる消費税負担分と重複することになります。
○令和5年産から、消費税の課税事業者向け単価と免税事業者向け単価に分かれることから、
免税事業者向けの単価を申請する方は、収入・売上が1千万円以下であることを確認するために、
2年前（2期前）の確定申告書等の提出が必要となります。
※上記資料を提出することができない場合には、課税事業者の単価を適用
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品質に応じた数量払の交付単価6

ゲタ対策の対象農産物については、地域間・農業者間の品質格差があるため、平均交付
単価を基準として、品質に応じた品質区分別単価を設定しています。

小麦 （円/60kg）

パン・中華麺用
品種

パン・中華麺用
品種以外

品質区分
（等級/ランク） Ａ

A B C D A B C D

Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

1等又は1等相当 2等又は2等相当

課税事業者向け

免税事業者向け

課税事業者向け

免税事業者向け

二条大麦
（ 50kg当たり）

六条大麦
（ 50kg当たり）

課税事業者向け

免税事業者向け

課税事業者向け

免税事業者向け

はだか麦
（ 60kg当たり）

課税事業者向け

免税事業者向け

大麦・はだか麦 （円／単位数量）

品質区分
（等級/ランク）

1等又は1等相当 2等又は2等相当

１等又は1等相当 ２等又は2等相当 ３等又は3等相当 

普通大豆

特定加工用大豆

課税事業者向け

免税事業者向け

課税事業者向け

免税事業者向け

大豆（黒大豆は除く） （円/60kg）

品質区分（等級）

１等又は1等相当 ２等又は2等相当

そば
課税事業者向け

免税事業者向け

そば （円/45kg）

品質区分
（等級）

キザキノナタネ
キラリボシ
ナナシキブ
きらきら銀河
ぺノカのしずく

その他の品種

なたね
課税事業者向け

免税事業者向け

なたね （円/60kg）

品質区分
（品種）

・等級は被害粒の割合や粒揃いの違いで区分
・A～Dランクはたんぱく質の含有率等の違いで区分
・パン・中華麺用品種はそれ以外の品種よりも生産費が高いため、2,300円/60㎏高い単価を設定

・等級は被害粒の割合や粒揃いの違いで区分
・A～Dランクは白度やたんぱく質の含有率等の違いで区分

・等級は被害粒の割合や粒揃いの違いで区分
・特定加工用は、豆腐・油揚、しょうゆ、きなこ等製品の段階において、 
 大豆の原形をとどめない用途に使用する大豆

・等級は容積重の違いや被害粒の割合で区分

・エルシン酸を含まず油分含有率の高い品種と
 その他の品種で区分

円（合格又は合格相当）

円（合格又は合格相当）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

7,420

7,950

5,120

5,650

5,050

5,330

6,060

6,440

9,300

9,860

4,630

4,910

5,640

6,020

8,800

9,360

4,510

4,790

5,510

5,890

8,650

9,210

4,460

4,740

5,460

5,840

8,560

9,120

4,190

4,470

5,030

5,410

7,730

8,290

3,770

4,050

4,610

4,990

7,230

7,790

3,640

3,920

4,490

4,870

7,080

7,640

3,590

3,870

4,440

4,820

7,000

7,560

11,410

11,910

6,920

7,450

4,620

5,150

6,770

7,300

4,470

5,000

6,710

7,240

4,410

4,940

6,260

6,790

3,960

4,490

5,760

6,290

3,460

3,990

5,610

6,140

3,310

3,840

5,550

6,080

3,250

3,780

10,720

11,220

6,420

6,850

5,680

6,110

16,450

17,280

14,340

15,170

10,040

10,540

9,860

9,360
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営農計画書の記載例

令和8(2026)年度（産）水田活用等営農計画書（地域農業再生協議会提出用）
個人情報取扱・重要
事 項 説 明 承 諾 欄

（左記の内容を承諾しました）

香川県農業共済組合

市町コード 地区コード 集落コード 農家番号

品種
コード

(共済)共済

（9）〇〇〇 1234567支所高松 共済地区名

合　　　　 計

共済組合員コード共済組合名

香川県農業協同組合
タカマツシ　バンチョウ　ドコソコ　123-4

カ　ガ　ワ　   タ　ロ　ウ999 099 099 9999 087-（800）- 0000
電　話　番　号農　家　氏　名

記載内容について確認することがありますので、電話
番号は必ずご記入ください。

2．畑地には「畑」、助成対象水田には、「＊」が記載されています。（助成対象水田は、過去の取組状況で判断しています。）
(記入上の注意)  1．太線の枠内を記入してください。新たに農地を引き受ける場合は､農地を追加してください。

対象作物
生産予定面積

対象作物
生産予定面積

麦
小 麦

はだか麦
大麦

大豆
そば
なたね

収穫後交付を希望する※3 する 品目欄

a　　　  ㎡ a　　　  ㎡

（記入上の注意）

※水田、畑、二毛作の区分に限らず、作付面積の合計
を記載して下さい。
※麦は、数量払の対象とならない種子麦を除いた面
積とします。
※大豆は、数量払の対象とならない種子用大豆、黒
大豆を除いた面積とします。

※そば、なたねは、数量払の対象とならない種子用を
除いた面積とし、なたねについては、油糧用の面積と
します。

※2　湛水管理を開始する予定日を記入してくださ
い。協議会により、別に事前申請が必要な場合があり
ます。「1か月以上の湛水管理が行われている」または
「令和7年度または令和8年度に、連作障害を回避す
る取組を実施している」のいずれかに該当する場合は
水稲作付を行ったとみなされます。

※3  「収穫後交付を希望する」の欄は、数量払の交
付申請後に面積払の交付を希望する場合のみ「す
る」に〇を付けてください。なお、一部の品目のみ希
望する場合は、右側の「品目欄」に収穫後交付を希望
する対象畑作物名を記入してください。

水稲の種類
出荷・販売予定数量

kg a　㎡
生産予定面積

W C S 用 稲
米  粉  用  米
飼  料  用  米
新市場開拓用米

加 　工 　用　 米
備　　 蓄　 　米

合　　　　　　計

耕地引受筆数 水田面積

a　㎡a　㎡

水稲作付（引受）面積

新
規
需
要
米

合
計
欄

農
業
共
済

水稲面積

農地面積
(畦畔除く)

( 畦畔込み面積 )

所在地

作付面積 作物名等又は水稲品種名

水稲 水稲以外 その他

前年度実績
※

生産調整方針作成者

耕地
番号

住　所

水稲共済または収入保険加入者

裏作が交付対象になる場合には、
(　)で作物名を記入してください。
麦は令和8年に収穫するものを記入し
てください。

任
意
組
織
へ
の
委
託
・

法
人
へ
の
利
用
権

設
定
等

水
稲
作
付
最
終
年

助

成

対

象

水

田

耕
畜
連
携

水
張
り
実
施

の
場
合※

２

水
稲
植
付

予
定
月
日

収
量
等
級

0101

0102

0103

0104

0105

0106

0107

0108

0109

（1000）

（300）

（2000）

（500）

（1200）

（900）

（800）

（1820）

（2100）

（1100）

950 24

23

22

23

230

1900

480

1150

840

760

1780 1780

2000

24

1050

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

畑

950 950

230230

480

1900

1780

840

760

4860 6410
7460
1050

2000

1150

コシヒカリ
(ブロッコリー 12月)

みなちから

家庭菜園

白大豆

ヒノヒカリ
（小　麦）

自己保全管理

水張り
（6月1日～7月15日）

小麦(○○町
○○様より借りた)

飼料作物(ソルガム)

ヒノヒカリ 飼

6
20

5
3

6
5

6
1

6
20

230

950
Y

1150

480

840

1

1

1

1

Y

1

150

150

ﾃﾝｼﾞﾝﾏｴ 123-1

ﾃﾝｼﾞﾝﾏｴ 123-2

ﾃﾝｼﾞﾝﾏｴ 123-3

ﾃﾝｼﾞﾝﾏｴ 123-4

ﾃﾝｼﾞﾝﾏｴ 123-5

ﾃﾝｼﾞﾝﾏｴ 123-6

ﾃﾝｼﾞﾝﾏｴ 123-7

ﾃﾝｼﾞﾝﾏｴ 123-8

ﾃﾝｼﾞﾝﾏｴ 123-9

ﾃﾝｼﾞﾝﾏｴ 123-10

a　 ㎡a　 ㎡ a　 ㎡ a　 ㎡ a　 ㎡

上:水田区
分コード
中:作物
コード
下 :植栽
等の年

W

【提出にあたっての承諾事項・重要事項】

・地域農業再生協議会、ＪＡ、農業共済組合、中国四国農政局、（公財）香川県農地機構及び関係機関が、この記載内容・記入内容に含まれる個人情報について、経営所得安定対策等、水田の利活用、

農地の利用集積、農業保険の事務、水稲・麦・大豆等の作付面積の確認及びＪＡによる農業経営支援並びに災害事における対応に必要な範囲内で利用することに同意します。

・地域農業再生協議会、ＪＡ、農業共済組合、中国四国農政局及び関係機関が、水田台帳の整備に必要な範囲内で農業委員会から農地基本台帳の情報の提供を受けることに同意します。

・地域農業再生協議会、ＪＡ、農業共済組合、中国四国農政局及び関係機関が、対象作物等の作付面積確認等のため、現地確認及び作付面積等を実測することに同意します。

・交付要件を満たしていない場合等は、地域農業再生協議会が営農計画書を訂正するとともに、交付金の交付後に要件を満たさなかったことが明らかになった場合には、交付金を返還することを承諾します。

畑作物の直接支払交付金の営農継続支払に係る生産予定
面積（認定農業者、要件を満たす集落営農、認定新規就農
者が対象）



8

　現地確認は提出された営農計画書に基づいて行われます。作物により確認時期が異なりますが
（おおよその確認時期は１ページ及び４ページの確認基準月をご参照ください。）、現地確認時に
作付けが確認できない場合、交付対象外となることもありますのでご注意ください。 
　また、営農計画書の変更があった際には早急に香川県農協東讃営農センターまでご連絡ください。

現地確認に関する留意事項

● 氏名等の印字内容で訂正がある場合は、二重線で消して訂正をお願いします。
● 用紙の右上の「個人情報取扱・重要事項説明承諾欄」に（１枚目のみ）、〇印を記入して
ください。※令和３年度より押印は不要となっています。

● 営農計画書の提出枚数が多い場合は、営農計画書に「別紙のとおり」と記載した上で、エ
クセル等の別表での提出も可能です。

● 記載内容について確認することがありますので、電話番号を記入してください。
● 水稲を作付けする場合は、品種名と植付予定月日を記入してください。
● 非主食用米を作付けする場合は、下記のように記入してください。
　（例）加工用米の場合　　：オオセト
　　　　飼料用米の場合　　：ヒノヒカリ
　　　　米粉用米の場合　　：ヒノヒカリ
　　　　ＷＣＳ用稲の場合　：みなちから
　　　　飼料用米の
　　　　多収品種の場合　　：ホシアオバ
● 大豆、ブロッコリー、キュウリ（露地）、ナバナ、レタスなど交付対象作物であっても、販売しな
いものは家庭菜園又は野菜と記入してください。ハウス栽培については、交付対象となりません。

● ４月から翌年３月の間に出荷した作物が交付対象となります。ブロッコリー、ナバナ、レ
タスなど交付対象作物は、作物名の下に出荷予定時期を必ず記入してください。

● 二毛作は、主食用米又は麦以外の戦略作物を表作とし、裏作には小麦、はだか麦、ブロッ
コリー、ナバナ、レタスなどを（　）書きで記入してください。

　　　　　 【例1】　　 【例2】　　 【例3】　　 【例4】　　 【例5】
　　表作　　大豆　　　飼料作物　  おいでまい  ヒノヒカリ   　コシヒカリ
　　裏作　（小麦）　（はだか麦）　（小麦）　　（小麦）　（ブロッコリー）
　 ※麦を記載する場合は、令和7年秋まきの令和8年春収穫の麦について記載してください。
● 二毛作で裏作の作物を団体等に持ち込む場合、作付面積は記入せずに、所在地の横の欄に
「裏」と記入してください。（表作と裏作の両方を団体等に持ち込む場合は「表裏」と記
入してください。）

● 水張りを行い、湛水管理を行う場合は「水張り」と記入して、水張り実施の場合欄に水張
り開始時期を必ず記入して下さい。水張りの現地確認を行う予定になります。

● 農業委員会等で手続きをし、農地を借りて新たに作付した場合は、手書きで記入してくだ
さい。

● （1枚目）地域協議会提出用、（2枚目）生産方針作成者控え用（青色用紙）、
（3枚目）農業共済控え用（緑色用紙）、（4枚目）地域協議会事務局控え用（青色用紙）、
（5枚目）農業者用（茶色用紙）です。

記載例

加
飼
粉
W

多

飼
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経営所得安定対策等交付金申請手続きのご案内
◇必要に応じて、添付書類を提出していただくことがあります。
◇今年の交付金申請書の提出期限は、令和8年6月30日までとなっています。

①交付金申請書（様式第1号）

ノウリン タロウ

農林 太郎

１２３ ４５６７

香川県 ○○○○市

□□町 △△△１２３４番地

０９０－１２３４－５６７８

３７０９９９９９０９９０９９０９９９

8

令和8

40 1 2

6 1
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①申請年月日

②交付申請者欄（氏名、住所等）

③生年月日

④経営形態、認定状況

⑤登録済の振込口座

⑥畑作物の直接支払交付金（ゲタ）の申請

⑦収入減少影響緩和交付金（ナラシ）の申請

⑧水田活用の直接支払交付金の申請

⑨環境と調和のとれた農業生産の実施状況

⑩ 「個人情報の取扱い」に記載された内容について

 
 
 

■ 必要な記入事項及び注意点
　令和7年度に経営所得安定対策に加入されていた方は、氏名、住所等を印字しています
のでご確認ください。
　新たに加入される方は、必要事項を全て記入してください。同時に通帳表紙裏ページの
コピーを提出してください。（用紙はJA東讃営農センター中央農業振興センターまたは、
ふれあいセンター三木店まで。）

（表面）様式第１号Ａ 「経営所得安定対策等交付金交付申請書」の記載方法

・申請期間は、令和8年４月１日から6月30日までです。

・氏名、住所に変更のある場合は二重線で抹消の上、訂正してください（訂正印不要）。

・生年月日を記入してください。
 ※法人・集落営農は、組織の代表者の生年月日です。

・申請時点での状況で記載願います。

・「新規」「変更あり」にチェックをした場合は、通帳表紙裏ページ（口座名義（カタカナ表記のページ）及び口座番
号記載）のコピーを提出してください。

・認定農業者、集落営農（条件有り）、認定新規就農者であって、販売目的で麦･白大豆･そば･なたね（油糧用）を
作付けする方が交付対象者です。（麦芽用、種子用は除く）
・ゲタ対策については、畑地で作付けされた作物も含まれます。
・ゲタ対策に申請される方は、裏面の様式第１号Ｂの⑪～⑱も記載願います。

・認定農業者、集落営農（条件有り）、認定新規就農者であって、販売目的で主食用米・麦･白大豆を作付けする方
が交付対象者です。（麦、白大豆は、ゲタ対策の交付対象数量が対象）
 ※収入保険に加入している場合は、ナラシ対策に加入できません。
・ナラシ対策については、畑地で作付けされた作物も含まれます。
・ナラシ対策に申請される方は、裏面の様式第１号Ｂの⑪～⑯、⑲～⑳も記載願います。

・戦略作物助成及び産地交付金の対象作物を販売目的で作付けする方が交付対象者です。
・戦略作物助成の対象作物は、「麦、大豆(白・黒)、飼料作物、加工用米、飼料用米、米粉用米。WCS用稲」です。
・産地交付金の対象作物は、「県・地域水田収益力強化ビジョン」に設定されていますので、詳細はお問い合わせ
ください。
※コメ新市場開拓等促進事業、畑作物産地形成促進事業、畑地化促進事業の申請は、⑧水田活用の直接支払
交付金の申請に含まれます。
・ただし、上記各事業は事前に地域農業再生協議会へ要望申請を行い、国からの承認が下りた方のみ申請が出来
ます。
詳細はお問い合わせください。

・別記様式第１号の参考「環境と調和のとれた農業生産の実施状況に係る点検シート」をご確認いただき、チェック
をしてください。

・様式第１号別添１の内容を確認して同意する場合は、必ず「同意する」にチェックをしてください。

【別表】水田活用の直接支払交付金の対象作物（⑧関係）
〔水田で作付〕

〔ハウス栽培は除く〕

麦（種子含む）、大豆（黒大豆含む）、飼料作物、米粉用米、飼料用米、WCS用稲、加工用米、そば、
なたね、新市場開拓用米

ブロッコリー、キュウリ（露地）、レタス、ナバナ
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３７０９９９９９０９９０９９０９９９

主食用米
小麦
二条大麦
はだか麦
白大豆

40,800
15,300
10,000
12,300
20,500

8
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・農業委員会から農地法第３６条第１項の規定による勧告に係る農地がないことが該当していればチェックしてください。
・勧告に係る農地とは、農業委員会が当該農地の所有者等に対し、農地中間管理権に関し農地中間管理機構と協議すべきことを勧告することです。

・個人の方は営農開始から、法人の方は設立からの期間が２年以上か２年未満のいずれかに必ずチェックをしてください。

・個人・法人の方は、申請時点での収入保険の加入状況の該当する方にチェックをしてください。

・個人・法人の方は、青色申告もしくは、白色申告の該当する方にチェックをしてください。

・集落営農の方で、構成員が収入保険に加入している場合は、「有」にチェックして該当構成員の人数を記載願います。

・集落営農の各構成員が申告している場合は、「各構成員が申告」又は集落営農組織として、「青色申告」もしくは、「白色
申告」にチェックをしてください。

・ゲタの対象畑作物の「作付けの有無」で、「あり」の場合はチェックをしてください。その段階で「面積払」の交付申請を
行ったものとみなされます。
ただし、面積払の交付を数量払の交付申請後に希望する場合は、「面積払の収穫後交付を希望」の「する」にチェックを
してください。

・本年６月末時点の状況を基に、「免税事業者向け単価」、「課税事業者向け単価」のいずれかにチェックしてください。
・免税事業者向け単価を申請する方は、２年前（２期前）【令和6年分】の確定申告書等を提出してください。

・対象農産物ごとに令和8年産の生産予定面積を記載願います。
麦については、令和8年５～６月収穫予定のものが該当します。
・収入保険に加入している構成員のいる集落営農組合については、当該構成員の面積を除いた生産予定面積を記載願います。

・10％、20％のいずれかにチェックをしてください。積立する際にコースを変更することができます。
（10％と20％コースは、収入が減少した場合の補償範囲が異なります。10％コースの場合は、収入が15％下落しても、10％までの補償となります。）

添付書類のお願い(交付金を申請する方)
◆農作業受委託契約書の提出について
　農地法、利用権設定をしていない農地の貸し借りをされている方は、貸し借りしている農地の作業受委託契約書を営農計画書と一緒に
ＪＡ東讃営農センター中央農業振興センターまたは、ふれあいセンター三木店まで提出してください。
　なお、農作業受委託契約期間は原則一年以内です。

◆産地交付金の交付対象作物を作付し、販売する方
　産地交付金の交付対象作物を作付し、販売される方は出荷・販売後に対象作物に係る販売伝票の写しをJA東讃営農センター中央農業振興セ
ンターまたは、ふれあいセンター三木店まで提出してください。（JAに出荷した場合は、販売伝票等の写しの提出は必要ありません。）
◆戦略作物を作付し、販売する方
　戦略作物（麦・大豆・新規需要米・飼料作物等）を作付される方は、播種前契約書等の提出が必要です。また、出荷後には販売伝票等の
写しの提出も必要になります。（飼料作物の場合は、自家利用計画書と給餌月報又は利用供給協定書）
　なお、JAに出荷した場合には、その限りではありません。
※必要な添付書類の提出がない場合は、交付金を受け取ることができません。

認定農業者・認定新規就農者・集落営農の方で、ゲタ対策やナラシ対策に申請される方
（裏面）様式第１号Ｂ 「ゲタ・ナラシ対策申請者」等の記載方法

 
 
 

交付金に関するスケジュール（予定）
令和8年(2026年) 令和9年(2027年)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

営農
計画書等
の申請

・交付金交付
  申請書の申請
・ナラシ対策の積立て申出

対象作物の作付確認、数量払の数量確認

ゲタ対策の数量払の交付ゲタ対策の面積払の交付

水田活用交付金の交付

ナラシ対策の
交付金の
交付

交付
申請

申
請
手
続
交
付
金
の
状
況

 〈ゲタ・ナラシ対象者が記載〉
⑪農地の有効利用の実施状況

⑫営農開始・法人等設立からの期間

⑬収入保険の加入状況

⑭前年の税務申告の状況

⑮収入保険に加入している構成員の有無

⑯前年の税務申告の状況（組織としての状況を記載）

〈ゲタ対象者が記載〉
⑰ゲタの申請作物

⑱ゲタ対策数量払の単価選択

〈ナラシ対象者が記載〉
⑲ナラシの積立て申出

⑳ナラシ積立金の積立コースの意向選択
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裏面記載事項（個人情報については約定事項の１０）に同意のうえ、下記のとおり申し込みます。

前年度米穀出荷実績

《品種別作付面積及び出荷契約数量》

生産者コード

産地名

県　名

市・町名

香川県

主食うるち米等

量目：30㎏

（面積：アール、数量：個）

類
種

米
ち
る
う

米
ち
も

合　　　計

農地面積世帯
人員

小　　計

小　　計

収穫見込数量作付面積品種名／コード 農家消費等 売渡委託数量

世帯人員 農地面積

人 ａ ㎡

住　　　所 氏　　　名

品　　種

合　　計

作付面積 主食うるち米等主食うるち米等

出荷契約申込数量 出荷実績数量

ａ ㎡ 個 個 個

TEL

令和8年産米穀の売渡委託契約書（出荷契約書）〔1・
No.

01234567

（2010010010001）

香川県　香川市　香川町
1-1-1 香川  太郎

5

コシヒカリ

はえぬき

オオセト

ヒノヒカリ

おいでまい

クレナイモチ

60

20

40

50

01

93

20

10

9

39

10

10

49

00

00

50

50

00

00

50

34

17

16

67

17

17

84

10

6

16

2

2

18

24

17

10

51

15

15

66

70 00

水田の総面積を
ご記入下さい。

同居のご家族の人数
をご記入下さい。

品種別に作付
面積をご記入
下さい。
また、最下段
に合計をご記入
下さい。

品種別に収穫
見込数量をご
記入下さい。
また、最下段
に合計をご記入
下さい。

品種別に自家
消費数量をご
記入下さい。
また、最下段
に合計をご記入
下さい。

品種別に JAへ出
荷して頂ける数量
をご記入下さい。
また、最下段に合
計をご記入下さ
い。
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香 川 県 農 業 協 同 組 合

検印 入力者 担当者
名
義
変
更

当年産の出荷名義が左記と異なる場合

記入上の留意事項

管轄地区
支　　店
集　　落　当年産の出荷名義を変更される場合は、新名義での「出荷契

約書」の再作成、決済口座の変更手続き等が必要となりますの
で、新名義のご通帳及び登録印鑑をご用意のうえ、担当支店ま
でお申し出下さい。

→

＜収穫見込数量＞および＜売渡委託数量＞
●数量は30㎏個数で記入して下さい。
●収穫見込数量は、実際の収量が基準単収より大きい場合は実態に即した数量を記入して下さい。
●売渡委託数量は、収穫見込数量から農家消費等の数量を差し引いた数量を記入して下さい。
●売渡委託数量は、農家消費等の数量を差し引いた数量全量を記入して下さい。

1法人構成員の場合にあっては売渡委託契約明細書〕

（不課税）
私　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と香川県農業協同組合（以下「乙」という。）
とは、甲の生産・出荷する令和８年産米穀に関し、次のとおり契約（以下、「出荷契約」という。）を締結する。なお、第８条に定める約定事
項（以下「本約定事項」という。）は、当然に本出荷契約の一部として解釈される。

　第１条　甲は乙に対し、水田活用米穀（政府備蓄米・飼料用米・米粉用米・加工用米）を除く米穀についての売渡しの委託または売渡し（以
下「売渡委託等」という。）を行い、収穫後乙に出荷（本契約にもとづき、乙または乙の指定する場所に引き渡すことをいう。また、
本契約にもとづき出荷される米穀を以下「主食うるち米等」という。）する。

　　　２　甲は米穀の販売について、乙に対して無条件委託し、乙は責任をもって受託する。

　第２条　甲が乙に売渡委託等を行う主食うるち米等の数量（以下「出荷契約数量」という。）は、本契約書左表に記載した出荷契約数量とする。
　　　２　甲が、豊作等により出荷契約数量を上回って乙に出荷した場合、乙が認めた数量に限り、甲は乙に売渡委託等を行うことができる。

　第３条　次の各号に該当する場合は、契約不履行とし、甲は、乙による不足分または代替品の出荷請求および第５条にもとづく損害賠償請求
に応じるものとする。

（１）甲の乙に対する出荷数量が出荷契約数量を下回った場合。
（２）主食うるち米等（備蓄米を除く）について、乙に対する売渡委託等後５年以内に、生産者または甲に起因する種類、品質が契約内

容に適合しないこと（種類違い、異臭、石・金属片・虫等異物の混入、カビ等の被害を受けた米穀の混入等）が発見された場合。

　第４条　第３条の契約不履行に該当する場合、甲は、本約定事項５に従い乙に違約金を支払うものとする。また、乙が甲の契約不履行により
被った損害額が本約定事項７に定める違約金の額を超過した場合、甲は乙の請求にもとづき、その差額または合理的な損害額について
責を負うものとする。

　　　２　本約定事項５に定める違約金が発生しない場合であっても、甲の契約不履行により乙に損害が生じた場合は、甲は損害額について責
を負うものとする。

　第５条　甲は、本契約に定める事項に関し、乙が全国農業協同組合連合会（以下「全農」という。）に再委託または売渡しを行うことについ
ては一任する。

　　　２　乙と全農との間で再委託契約が締結された場合は、乙の破産等によっても、全農との再委託契約の効力は解消せず、甲は従前の再委託
契約にしたがい、甲の米穀が全農に売渡委託等されることを承諾するものとする。

　第６条　甲は、乙に売渡委託等を行う主食うるち米等については、関係法令（食糧法、米トレーサビリティー法、食品表示法、景品表示法、不正
競争防止法、農産物検査法、食品衛生法、独占禁止法、刑法、農薬取締法、種苗法など。）および県・市町の関係条例の定めを遵守し
たものであることを保証するものとする。

　　　２　甲が乙に売渡委託等を行った主食うるち米等について、農薬取締法など関係法令に抵触すること或いはそのおそれがあることが判明
した場合には、乙は甲からの当該米穀の売渡委託等を拒否できるものとする。

　第７条　甲は、「米穀周年供給・需要拡大支援事業」に対する参加および拠出について、別記約定事項７のとおりとする。

　第８条　甲及び乙は、仮渡金などの細目に関して付録のとおり約定する。

　第９条　国の農業政策等に重要な変更が行われ、本出荷契約の履行に支障をきたすことが懸念される場合、本出荷契約の取扱いは乙に一任す
るものとし、乙は取扱いを決定後、速やかに甲に通知する。

　第１０条　甲の農業経営の継続が困難となり、本契約の履行に支障を来すことが懸念される場合、甲は乙と本契約の取扱いについて誠実に協議
するものとする。

　第１１条　本出荷契約の状況または本出荷契約の定めにない事項について疑義のある場合は、その都度甲・乙協議のうえ決定する。
本契約締結の証として、本書正１通、写１通を作成し、正は乙が、写は甲が保有する。

印

（代表者） 印

香川県高松市寿町一丁目 3番 6号
香川県農業協同組合
代表理事理事長　北岡　泰志 

月　　 日
甲（住所）

乙（住所）
（名称）

（氏名）

令和 8 年

（売渡委託）

（売渡委託等を行う数量）

（契約不履行）

（契約不履行における違約措置）

（再委託）

（法令遵守）

（米穀周年供給・需要拡大支援事業）

（約定事項）

（政策変更）

（農業経営の継続困難時の対応）

（契約の補充）

香川  太郎

香川県香川市香川町1－1－1

香川  太郎

日付けをご記入下さい。
※日付は５月末日まで

ご記入内容・契約の内
容等をご確認のうえ、
押印して下さい。

    



経営計画
の作成

認定・通知

農業改良
普及センター

認定機関地域計画の認定機関

地域農業の持続的な発展のためには、農業法人、認定農業者などの
核となる担い手と、兼業農家や定年帰農者などの”多様な農業人材”が
協力して、地域の農業・農地を守っていくことが重要になっています。
県では「多様な農業人材経営計画認定制度」を創設し、認定を受けた方の

規模拡大や新たな品目・新技術の導入などの経営計画の達成に
向けた取組みを支援しています。
※令和８年４月から、令和８年度の認定希望者を募集予定

◇ 対象者： 多様な農業人材として認定された者（共同申請も可能）
◇ 内 容： 新たに導入する農業用機械・施設

空きパイプハウスなど遊休施設の整備に係る改修・移設
◇ 助成額・補助率：

事業費の1/3以内（県1/6以内、市町1/6以内）
上限200万円（県100万円、市町100万円）

◇ 申請先： 市町農業担当課
＜留意事項＞
・軽トラックなど汎用性の高い機械や単なる機械の買い替えは対象外です。
・作業面積に沿った能力の機械とし、過剰な機械導入でないこと。
・予算の範囲内で補助するため、内容が補助対象事業に該当する場合であっても必ず交付対象となるものではありません。
取組計画は事業実施年度の翌々年度までに達成している必要があります。

営農継続に役立てていただくため、県農業改良普及セン
ターでの水稲や野菜・果物の栽培講習や経営相談等のほ
か、農業大学校でのパイプハウス移設講座などの実践的な
実習などを行っています。

講座等の一例（左）農作業安全講座 （右）パイプハウス移設講座

規模拡大や新たな品目・新技術の導入などに必要な営農用機械・施設の整備を支援します。

香川県農業経営課農地マネジメント推進室 TEL：087-832-3408

① 地域計画に「農業を担う者」として位置付けられていること又は位置付けられることが確実と見込まれること
（認定農業者、認定新規就農者、集落営農組織、基本構想水準到達者は対象外）
② 営農を5年以上継続する意欲があること
③ 農産物販売金額50万円以上を目指すこと
④ 地域農業の維持・発展に寄与し、積極的な営農展開を目指すこと

◆認定を受けるための要件（①～④のすべてを満たすこと）

◆ 認定の手順

市町
（農業担当課）

農業者
（認定希望者）

地域計画の位置付けの
基準等確認

申請

位置付けの見込みに
ついて回答

◆認定を受けた方への支援

補助金

研修等

問合せ先

多様な農業人材経営計画認定制度について

15
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農業支援グループの設立や要件等、
どんなことでもお気軽にご相談ください。

1 構成員は？
◎地域農業の維持に関心の
ある仲間を集めましょう。

例：認定農業者、
農業機械銀行のオペレーター、
新規就農者、兼業農家※、
非農家（サラリーマン）※、
地域の同級生・先輩・後輩、
同じ品目を栽培する仲間など

2 活動内容は？ 3 ご相談ください！
◎地域の状況やグループの規模に
応じて水稲の作業（耕起、田植え、
稲刈り、畦畔管理、カントリー搬入
等）や草刈りなどの農地の維持管
理活動などから行いましょう。

◎地域のニーズに合わせて園芸・飼
料作物の作業など自由な発想で
活動しましょう。

集落営農に
取り組んでみませんか！
集落営農に
取り組んでみませんか！

1 あなたの集落は困っていませんか？ 三木町の状況（2020年農林業センサス）

１０年間で農家戸数が24％も減少している。
基幹的農業従事者の平均年齢が７0．5才と高齢化が進んでいる。
資材高騰や高額な機械費の負担などにより稲作経営が厳しくなっている。
１０年間で経営耕地面積が13％も減少している。

● 集落内の農家が減少
● いつまで農業を続けられるか不安
● 農業経営の継続が困難
● 集落内の作付農地が減少

2 ご相談ください！ 集落営農に関する説明、集落での話し合い活動、組織設立の相談、設立後の
運営支援などを行っています。お気軽にご相談ください。

※集落営農とは、集落の複数の農家が集まって、
機械・施設の共同利用や作業の共同化などに
より、農業経営の効率化を図り、農業の継続や
集落の農地を守る取組みです。

香川県東讃農業改良普及センター
☎０８７９-４２-０１９０

三木町農林課
☎０８７-８91-3308

ＪＡ香川県東讃営農センター
☎０８７-８４７-３839

「農業支援グループ」で地域の農作業を支援してみませんか！「農業支援グループ」で地域の農作業を支援してみませんか！
「農業支援グループ」とは、農作業や農地の維持管理の作業の一部を受託･共同作業等を行う組織です。農業者や水稲面積が
急激に減少し、地域農業の維持が困難になりつつある今だからこそ、仲間とできることを考えてみませんか。

香川県農業経営課
担い手支援グループ
☎０８７-８３２-3４06

香川県東讃農業改良普及センター
☎０８７９-４２-０１９０※副業の可否については

勤務先にご確認ください。

三木町下高岡
090-9555-2030
三木町
水稲作業、保全管理（草刈）

所
☎
ｴﾘｱ
作
★ たばこ栽培を共同で行っている若手３人です。水稲な
どの作業受託で農業・農地の維持に貢献します。

しらやま農業支援組合
所
☎
ｴﾘｱ
作
★ 農作業者の高齢化に伴い耕作放棄地を少なくし、田中地
区の農業を維持する目的に地域農業者で設立しました。

田中南部営農組合

活動の拠点、事務所の所在地
問合先
作業を請け負うことができる地域
委託できる農作業

所
☎
ｴﾘｱ
作
★ PRコメント （令和8年3月現在）

三木町内で活動している「農業支援グループ」です。
委託料金や作業内容等は、各組織に電話でご確認ください。

「農業支援グループ」が皆様の農作業をサポートします！

〈
記
載
内
容
〉

三木町大字田中
090-1573-2123
三木町
水稲作業、畦畔草刈、畔塗、耕起、ドローン防除等

所
☎
ｴﾘｱ
作
★ 地域の皆さまとともに、いつまでも変わらぬ三木町の「田園風景」を願う農業

経験豊かな人材が集まっています。農作業は、あい里三木におまかせくだい。

あい里三木農業支援グループ
三木町大字鹿庭
０９０-４７８８-2658（脇）
三木町
水稲作業、草刈、耕起、ドローン防除
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主なお問い合わせ先

●中国四国農政局香川県拠点
（所在地）高松市サンポート3ー33

サンポート合同庁舎南館5階 電話 087ー883ー6503

電話 087ー891ー3308

電話 087ー847ー3839

電話 087ー888 ー1146

電話 087ー816ー 3955

電話 0879ー42ー0190
●香川県東讃農業改良普及センター
（所在地）さぬき市津田町津田930ー2

●三木町農林課
（所在地）木田郡三木町大字氷上310

●香川県農協東讃営農センター
（所在地）高松市下田井町367ー1

●香川県農業共済組合高松支所
（所在地）高松市三名町東原5ー6

●（公財）香川県農地機構
（所在地）高松市仏生山町甲263番地1

令和8年3月発行


